
●講義の概要
　地域が抱える諸問題は、グローバル化、情報化、少子高齢
化等、社会経済構造の大きな変化により、複雑化かつ多様化
している。本講義では、地域経営という視点から、地域の諸
問題を解決するうえで、行政・企業・NPO等の地域で活動す
る様々な主体が、それぞれの役割を果たす際の社会システム
のあり方について考察する。

●講義の到達目標
　地域経営に関する基本的な知識を習得する。地域が抱える
諸問題の背景について理解し、問題解決に必要な方策につい
て考える力を身に付ける。

●講義計画
第 1 回：地域経営の論点
第 2 回：地域問題の背景
第 3 回：地方分権と民主主義
第 4 回：ガバナンスの構造変化
第 5 回：ソーシャル・ガバナンスの概念
第 6 回：ソーシャル・ガバナンスの形成
第 7 回：ソーシャル・ガバナンスの成立条件
第 8 回：ソーシャル・キャピタルの概念
第 9 回：ソーシャル・キャピタルと市民社会
第10回：ソーシャル・キャピタルと地域経営
第11回：コモンズの概念
第12回：コモンズの悲劇：ハーディン・モデル
第13回：オストロムのSOCC理論
第14回：コモンズと地域経営
第15回：新しい地域経営

●成績評価基準と方法
・講義内容を理解し、主体的かつ積極的に授業中の討論に参
加できたかを評価する。（30％）
・レポートの課題について、出題の意図を理解し、自らの考
えを述べているかを評価する。（70％）

●テキスト又は参考文献
　テキストは使用せず、各回のテーマに応じて資料プリント
等を適宜配布する。参考文献は随時指示する。

●受講上の留意点
・講義で使用するために配布した資料を読んでおくこと。
・討論の際は、積極的に発言すること。
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●講義の概要
　今日、地域政策を研究し、あるいはその実務に関与する場合、地域
政策の重要な担い手であるNPO（民間非営利組織）についての理解は
不可欠である。また、政府セクター、民間営利セクターに並ぶ民間非
営利セクターという第三の領域（サードセクター）の視点から、国・
地方自治体や民間企業の政策や経営を相対的に比較し考察すること
は、地域政策に関わる様々な研究テーマの意義を、より立体的に把握
することを可能にする。
　そこで本講義では、まず、NPOの意義とNPO政策の理論・変遷につ
いて解説する。次に、NPO政策に関わる法制や税制などの制度設計の
あり方について検討する。さらに、NPO政策の具体的な展開事例を取
り上げて分析し、深く考察する。
　担当者の講義に加え、NPOの活動現場の見学や、NPO政策に関わる
実務家の講話を聴く機会を交えることにより、常に「理論と実務の架
橋への貢献」を念頭に置いて進める。

●講義の到達目標
　NPOおよびNPOに関する公共政策であるNPO政策について、基本
的な知識を習得する。
　現代社会の様々な課題の解決のために活動するアクターとして、国・
地方自治体や民間企業とともに重要な役割を果たしているNPOの存在
意義や機能について適切に理解する。
　受講者の研究テーマに関しても、NPOとの関係やNPO政策によるア
プローチについて考えることにより、研究の視野を広げる。

●講義計画
１　NPOの意義（1）現代社会とNPO
２　NPOの意義（2）NPOの定義、分類、特性
３　NPO政策の理論（1）NPOの存在意義と社会的機能
４　NPO政策の理論（2）NPO政策の定義、種類、公共政策・公共経営
との関係

５　NPO政策の変遷（1）国・地方自治体によるNPO政策の変遷
６　NPO政策の変遷（2）民間企業・経済界によるNPO政策の変遷
７　NPO政策と制度（1）旧公益法人制度
８　NPO政策と制度（2）NPO法人制度
９　NPO政策と制度（3）新公益法人制度
10　NPO政策と制度（4）その他の個別根拠法に基づく法人制度
11　NPO政策の展開（1）政府とNPOとの協働・パートナーシップ、NPM、NPS
12　NPO政策の展開（2）企業とNPOとの協働・パートナーシップ、CSR
13　NPO政策の展開（3）政府、企業、NPOの複合的協働、PPP
　　（官民連携）とは何か。
14　NPO政策の展開（4）ソーシャル・ビジネス（社会的企業）
　　としてのNPO
15　NPOとNPO政策の展望

●成績評価基準と方法
［評価基準］
（1）NPO及びNPO政策について基本的な知識を習得し、表現、報告す
ることができるか。
（2）現代社会の様々な課題解決のために活動するNPOの存在意義や機
能について適切に理解し、表現、報告することができるか。
（3）（1）・（2）に加え、受講者の研究テーマに関しても、NPOとの関
係やNGO政策によるアプローチについて検討し、報告することができ
るか。
［評価方法］
①授業中の報告・発表：50％（50点）、②期末レポート：50％（50点）
により総合的に評価する。

●テキスト又は参考文献
［テキスト］
初谷勇『公共マネジメントとNPO 政策』ぎょうせい、2012年。（2,381
円＋税）
岡本仁宏編著『市民社会セクターの可能性―110年ぶりの大改革の成
果と課題』関西学院大学出版会、2015年。（2,200円＋税）
［参考文献］
初谷勇『NPO 政策の理論と展開』大阪大学出版会、2001 年。
今田忠『概説市民社会論』関西学院大学出版会、2015年。
その他、適宜紹介する。

●受講上の留意点
・授業は、講義及び受講生による報告、ディスカッションにより進め
る。
・テキストの指定範囲を事前に読んでおくこと。
・毎回の授業範囲を復習すること。
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